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１ 出先機関改革 

 地域主権戦略会議では、出先機関改革として、ハローワークの地

方移管が重点的に議論されているが、労働政策審議会では、これま

で２回にわたり、公労使一致の下、「引き続き、国による全国ネット

ワークのサービス推進体制を堅持すべき」との意見を、厚生労働大

臣に提出している。 

 ハローワークがますます機能的にその役割を果たすことができる

よう、統合性、一体性を持った運営をすることが重要であるので、

政府においては、この意見を尊重し、適切に対応していただきたい。 

 

２ 事業仕分け 

 雇用保険二事業や労災保険の社会復帰促進等事業は、労働者の保

護や雇用のセーフティネットとして重要な役割を果たしており、労

使の議論を積み重ねて作り上げられてきたものである。 

今後、政府において事業仕分けへの対応を行う際には、これらの

事業の果たしている役割や経緯を踏まえ、雇用労働の当事者でもあ

る労使及び雇用労働政策に幅広い知見を有する学識経験者の意見を

尊重していただきたい。 
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